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　平成26年度は、南島原市総合計画
が目指す本市の将来像実現に向け、
「人材育成の推進」、「市民生活の基
盤整備、防災・減災対策」、「観光活
性化、産業振興」、「コミュニティ活
動の推進」、「世界遺産登録の推進」
という５つの重要施策を柱とした事業
に引き続き取り組みます。
　また、経常的な経費は、第２次行政
改革大綱に基づき、歳入歳出全般にわ
たる洗い直し、政策評価の活用、カイ
ゼンピックによる職員提案の予算への
反映、ゼロ予算事業の積極的な推進、
人件費の抑制および徹底した事務事業
の見直しを行うとともに、経費の削減
に引き続き取り組みました。
　その結果、平成26年度の一般会計
当初予算は、２６８億４,０５２万５
千円で、平成25年度と比較すると34
億３,４３７万３千円の減となってい
ます。
　ただし、平成26年５月が市長の改
選期であることから、政策的な経費の
うち、継続的な事業を除いて、予算計
上を見送り、原則的に人件費、公債費、
扶助費などの義務的経費や管理的な行
政経費を計上することに留めた「骨格
予算」として編成しました。
　なお、継続的な事業を除く政策的経
費と道路・施設など、将来に形を残す
投資的経費は「肉付け予算」として、
５月の新市長就任後、速やかに編成し、
行政サービスの低下を招かないように
します。

用語の説明

市　　　税…………
繰入金・諸収入等…

地方交付税…………
市　　　債…………
国県支出金…………
そ　の　他…………

市民税、固定資産税、軽自動車税など
繰入金、使用料、分担金および負担金、　諸収入、財産収入、
寄附金、繰越金
地方自治体が全国水準の行政を行えるように交付されるもの
国・県や金融機関から借り入れる借金
国・県が認める事業費に対し、国、県から交付されるもの
地方消費税交付金、地方譲与税、自動車取得税交付金、地方特
例交付金、利子割交付金、配当割交付金 など

自主財源 市が独自で確保できるお金

依存財源 国・県が配分するお金や、借り入れで確保するお金

用語の説明

総　務　費……
民　生　費……
衛　生　費……
農林水産費……
商　工　費……
土　木　費……
消　防　費……
教　育　費……
公　債　費……
そ　の　他……

税務、戸籍、選挙事務など
赤ちゃんから高齢者までの福祉、障害者福祉や生活保護など
各種健康診断や予防対策、ごみ処理など
農林水産振興、ほ場整備や漁港整備など
企業誘致や商工振興、観光振興など
道路や公園、公営住宅の整備など
火災、救急、風水害など
幼稚園や小中学校教育、生涯学習やスポーツ振興など
市の借入金の返済
議会費、労働費、災害復旧費、予備費

義務的経費 職員の給与、借金の返済や赤ちゃんからお年寄りまでの福祉
にかかる経費など、その支出が義務づけられているお金

投資的経費 道路や施設のように、将来に形を残すものに使うお金

個性ある教育や、地域に貢献する人づくりに資
する事業
●語学指導外国青年招致事業…… 2,963万円
●放課後子ども教室推進事業…… 1,027万円
●中学生海外派遣事業……………… 298万円
●地域づくり人材育成支援事業…… 108万円

「人材育成の推進」
住みなれた地域での安心な生活、災害に強いま
ちづくりに資する事業
●中学校体育館建設事業（布津・西有家）…６億1,845万円
●高齢者・障害者交通費助成事業…5,447万円
●こども医療支援事業………………2,385万円
●すこやか子育て支援事業………… 512万円

市の地域資源を活用した観光客の誘客、地域経済
の活性化と将来の財政基盤の強化に資する事業
●農業後継者育成事業………………9,656万円
●人が、産業が、まちが元気になる雇用創出基金
　事業…………………………………3,978万円
●農林漁業体験民泊推進事業………3,737万円
●住宅・店舗リフォーム資金助成事業…3,600万円
●もっと南島原事業………………… 588万円

「市民生活の基盤整備、防災対策」 「観光活性化、産業振興」
地域において支えあえるまちづくりに資する
事業
●協働のまちづくり自治会活動補助金…5,500万円
●市民イベント開催事業……………3,185万円

「コミュニティ活動の推進」
世界遺産登録活動を展開するための事業

●原城跡・日野江城跡保存整備事業…２億867万円
●世界遺産登録活動推進事業………5,983万円

「世界遺産登録の推進」

用語の説明

・国民健康保険事業特別会計
97億円

（増減率  ▲0.5%）
・簡易水道事業特別会計

19億円
（増減率  ▲21.2%）

・下水道事業特別会計
8億円

（増減率  ＋0.6%）
・後期高齢者医療事業特別会計

6億円
（増減率  ＋6.8%）

（内　　訳）

130億円
（増減率  ▲3.7%）

■水道事業会計
3 億 円

（増減率 ＋39.1%）

■特別会計

特別会計
特定の事業を行うために特定の収
入をその支出に充てるため、経理
を独立して設ける会計

水道事業会計
水道事業から得られる収入で浄水
や給水などの費用を扱う独立採算
制の企業会計

市税
33億円（12.5％）

地方交付税
138億円
（51.4％）

市債
19億円
（7.0％）

国県支出金
58億円

（21.6％）

その他
９億円
（3.4％）

繰入金・諸収入等
11億円（4.1％）

自主財源
16.6%
自主財源
16.6%

268億円

依存財源 83.4%依存財源 83.4%

歳　　 入
総務費　
　32億円（11.7％）

人件費
　（18.0％）

義務的経費
（55.2％）

投資的経費
（7.2％）

その他
（37.6％）

その他
3億円（1.2％）　

商工費
4億円（1.3％） 衛生費　23億円

（8.6％）
農林水産費
13億円（4.9％）

土木費
9億円

（3.5％）

268億円

公債費
48億円

（17.9％）

消防費
9億円

（3.5％）

教育費
30億円

（11.2％）

平成26年度予算は
市民一人当り※

79万6,779円
国保などの特別会計を含めて算出しています
※50,379人（１月末日現在）で計算しています

歳　　 出
一般会計  総額 268  億円（前年比35億円減）

平成26年度  主 な 事 業

当初予算編成の
基本的な考え方

特別会計に
ついて

平成26年度

南島原市の
当初予算

民生費
97億円
（36.2％）


